
平成３０事業年度

財 務 諸 表

独立行政法人環境再生保全機構

（ 石綿健康被害救済業務勘定）
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貸借対照表
（ 平成３１年３月３１日）

（ 石綿健康被害救済業務勘定） （ 単位： 円）

（ 資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金及び預金 54, 030, 597, 169
有価証券 11, 000, 000, 000
未収収益 4, 621, 445
未収金 10, 620, 265
前払費用 1, 053, 024
　流動資産合計 65, 046, 891, 903

Ⅱ　固定資産
　１　有形固定資産

建物附属設備 9, 677, 621
減価償却累計額 △ 4, 812, 381 4, 865, 240

工具器具備品 41, 770, 531
減価償却累計額 △ 19, 909, 408 21, 861, 123

　有形固定資産合計 26, 726, 363
　２　無形固定資産

ソフトウェア 5, 977, 501
　無形固定資産合計 5, 977, 501

　３　投資その他の資産
投資有価証券 14, 400, 000, 000

　投資その他の資産合計 14, 400, 000, 000
　固定資産合計 14, 432, 703, 864

　　　　　　資産合計 79, 479, 595, 767
（ 負債の部）
Ⅰ　流動負債

預り補助金等 24, 024, 635
未払金 512, 644, 288
未払費用 6, 631, 230
リース債務 5, 491, 982
預り金 128, 645
　流動負債合計 548, 920, 780

Ⅱ　固定負債
資産見返負債
資産見返補助金等 17, 651, 588 17, 651, 588

石綿健康被害救済基金預り金
長期預り補助金等 69, 538, 613, 369
長期預り拠出金 9, 363, 445, 988 78, 902, 059, 357

長期リース債務 10, 964, 042
　固定負債合計 78, 930, 674, 987

　　　　　　負債合計 79, 479, 595, 767
（ 純資産の部）

0
　　　　　　純資産合計 0
　　　　　　負債純資産合計 79, 479, 595, 767

金　額科　目
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損益計算書

（ 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

（ 石綿健康被害救済業務勘定） （ 単位： 円）

経常費用
石綿健康被害救済業務費
石綿健康被害救済給付費 4, 060, 284, 764
役職員人件費 257, 013, 105
雑給 30, 209, 243
退職給付費用 5, 830, 941
業務委託費 30, 380, 412
賃借料 50, 904, 992
減価償却費 1, 766, 002
その他業務費 164, 806, 776 4, 601, 196, 235

受託業務費
雑給 2, 784, 341
業務委託費 1, 117, 089
その他受託業務費 2, 159, 887 6, 061, 317

一般管理費
役職員人件費 121, 775, 147
雑給 9, 814, 232
退職給付費用 2, 434, 486
業務委託費 16, 291, 133
賃借料 18, 900, 610
減価償却費 9, 871, 094
その他一般管理費 30, 759, 607 209, 846, 309

財務費用
支払利息 325, 949

　経常費用合計 4, 817, 429, 810
経常収益

石綿健康被害救済基金預り金取崩益
石綿健康被害救済事業交付金収益 3, 651, 256, 326
拠出金収益 409, 028, 438 4, 060, 284, 764

政府受託収入 6, 061, 317
補助金等収益
石綿健康被害救済事業交付金収益 744, 542, 361 744, 542, 361

資産見返補助金等戻入 6, 541, 368
　経常収益合計 4, 817, 429, 810
　経常利益 0
臨時損失

固定資産除却損 1
臨時損失合計 1
臨時利益

資産見返補助金等戻入 1
臨時利益合計 1
　当期純利益 0
　当期総利益 0

金　額科　目
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キャッシュ・ フロー計算書

（ 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

（ 石綿健康被害救済業務勘定） (単位： 円)

金　額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・ フロー

石綿健康被害救済給付支出 △ 4, 023, 074, 470

役職員人件費支出 △ 384, 045, 566

その他の業務支出 △ 403, 594, 288

石綿健康被害救済基金の造成による収入 3, 423, 718, 599

政府受託収入 11, 955, 044

国庫補助金等収入 774, 441, 364

国庫補助金等の精算による返還金の支出 △ 22, 533, 153

その他の業務収入 84, 559, 327

小計 △ 538, 573, 143

利息の受取額 13, 588, 717

利息の支払額 △ 325, 949

　業務活動によるキャッシュ・ フロー △ 525, 310, 375

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・ フロー

定期預金の預入による支出 △ 64, 000, 000, 000

定期預金の払戻による収入 61, 000, 000, 000

有価証券の取得による支出 △ 9, 500, 000, 000

有価証券の償還による収入 23, 000, 000, 000

有形固定資産の取得による支出 △ 4, 890, 644

無形固定資産の取得による支出 △ 1, 026, 494

投資有価証券の取得による支出 △ 7, 900, 000, 000

　投資活動によるキャッシュ・ フロー 2, 594, 082, 862

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・ フロー

その他の財務支出 △ 5, 410, 535

　財務活動によるキャッシュ・ フロー △ 5, 410, 535

Ⅳ　資金増加額（ △資金減少額） 2, 063, 361, 952

Ⅴ　資金期首残高 3, 967, 235, 217

Ⅵ　資金期末残高 6, 030, 597, 169

科　目
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利益の処分に関する書類

（ 石綿健康被害救済業務勘定） （ 単位： 円）

Ⅰ　当期未処分利益 0

当期総利益 0

Ⅱ　利益処分額 0

科　目 金　額
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行政サービス実施コスト計算書

（ 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

（ 石綿健康被害救済業務勘定） （ 単位： 円）

Ⅰ　業務費用

(1)損益計算書上の費用

石綿健康被害救済業務費 4, 601, 196, 235

受託業務費 6, 061, 317

一般管理費 209, 846, 309

財務費用 325, 949

臨時損失 1 4, 817, 429, 811

(2) (控除)自己収入等

拠出金収益 △ 409, 028, 438

政府受託収入 △ 6, 061, 317 △ 415, 089, 755

業務費用合計 4, 402, 340, 056

Ⅱ　引当外賞与見積額 3, 889, 262

Ⅲ　引当外退職給付増加見積額 12, 104, 741

Ⅳ　行政サービス実施コスト 4, 418, 334, 059

科　目 金　額
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（ 石綿健康被害救済業務勘定）  

注記事項 

〔 重要な会計方針〕  

「 独立行政法人会計基準」 及び「 独立行政法人会計基準注解」（ 平成27年1月27日改

訂） 並びに「 独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するQ＆A」（ 平成

28年2月改訂）（ 以下、独立行政法人会計基準等という） を適用して、財務諸表等を作成

しております。  

ただし、「 独立行政法人会計基準」 第43（ 注解39） の規定については、「 独立行政法人

通則法の一部を改正する法律」の附則第8条により経過措置を適用していることから、経

過措置終了まで、現行セグメント区分に基づくセグメント情報の開示を行っております。 

１ .減価償却の会計処理方法 

(1)有形固定資産（ リース資産を除く ）   

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。  

建物附属設備 3～15年 

工具器具備品 2～10年 

(2)無形固定資産（ リース資産を除く ）  

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアの耐用年数については、法人内における利用可能

期間（ 5年） に基づいております。   

(3)リース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっております。  

２ . 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法

  (1)退職一時金 

政府交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金を計上しており

ません。 

(2)企業年金基金から支給される年金給付 

政府交付金により経済産業関係法人企業年金基金への掛金及び年金基金積立不足額

に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金を計上しておりません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立

行政法人会計基準第38に基づき計算された退職一時金及び年金給付に係る退職給付引

当金の当期増減額を計上しております。 
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３ .石綿健康被害救済基金に係る拠出金の計上基準 

石綿による健康被害の救済に関する法律第32条第2項に定める地方公共団体からの

拠出金及び同第47条に定める特別拠出金については、同第31条の規定により石綿健康

被害救済基金に充てるものとされているため、「 独立行政法人会計基準第85寄附金の会

計処理」 に準じて会計処理を行っております。  

４ .引当金の計上基準 

賞与引当金 

政府交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金を計上しておりません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、独立行政法人

会計基準第88に基づき計算された当該見積額の当期増減額を計上しております。  

５ .有価証券の評価基準及び評価方法 

  満期保有目的債券 

   償却原価法（ 定額法） によっております。  

６ .消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。  

〔 貸借対照表に関する事項〕  

１ .金融商品関係 

(1)金融商品の状況に関する事項 

資金運用については短期的な預金等及び長期的な公社債等に限定しております。ま

た、保有する投資有価証券は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、公社

債等であり、株式等は保有しておりません。 

(2)金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。

（ 単位： 円）  

貸借対照表計上額 時  価 差  額 

①現金及び預金 54, 030, 597, 169    54, 030, 597, 169 ―

②有価証券及び投資有価証券 25, 400, 000, 000    25, 423, 090, 000        23, 090, 000

（ 注） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項 

①現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。  

  ②有価証券及び投資有価証券 

  これらの時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。  

  なお、有価証券は譲渡性預金であり、短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価格によっております。 
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２ .有価証券関係 

(1)満期保有目的債券で時価のあるもの 

   （ 単位： 円）  

区  分 種  類 貸借対照表計上額 決算日における時価 差  額 

時価が貸借対照表 

計上額を超えるもの 

社債 4, 600, 000, 000 4, 607, 860, 000 7, 860, 000

金融債 8, 900, 000, 000 8, 915, 610, 000 15, 610, 000

小  計 13, 500, 000, 000 13, 523, 470, 000 23, 470, 000

時価が貸借対照表 

計上額を超えないもの 

社債 2, 400, 000, 000 2, 399, 620, 000 △380, 000

譲渡性預金 9, 500, 000, 000 9, 500, 000, 000 ―

小  計 11, 900, 000, 000 11, 899, 620, 000 △380, 000

  合 計 25, 400, 000, 000 25, 423, 090, 000 23, 090, 000

(2)満期保有目的債券の決算日後における償還予定額 

（ 単位： 円）

区  分 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 

社債 1, 500, 000, 000 5, 500, 000, 000 ― ―

金融債 ― 8, 900, 000, 000 ― ―

譲渡性預金 9, 500, 000, 000 ― ― ―

合   計 11, 000, 000, 000 14, 400, 000, 000 ― ―

３ .政府交付金で財源措置されるため計上しない退職給付引当金の見積額は 181, 783, 995

円であります。  

４ .当期の政府交付金で財源措置されない賞与の見積額は、32, 230, 277円であります。  

〔 キャッシュ・ フロー計算書に関する事項〕  

資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金                                   54, 030, 597, 169円 

定期預金      △48, 000, 000, 000円 

資金期末残高  6, 030, 597, 169円 

〔 行政サービス実施コスト計算書に関する事項〕  

国等からの出向者に係る退職給付 

行政サービス実施コスト計算書の引当外退職給付増加見積額のうち、国等からの出向

職員に係るものの額は、1, 357, 725円であります。  

〔 重要な債務負担行為〕  

該当事項はありません。 
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〔 重要な後発事象〕  

該当事項はありません。 
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（ 石綿健康被害救済業務勘定）

附　属　明　細　書

１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費及び減損損失累計額の明細 （ 単位： 円）

２．有価証券の明細

（ １） 流動資産として計上された有価証券 （ 単位： 円）

東日本高速道路株式会社第４３回社債

東日本高速道路株式会社第４５回社債

1,000,000,000

500,000,000

1,000,000,000 1,000,000,000

500,000,000 500,000,000

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

5,977,501

― 26,726,363

計

投資有価証券
投資その他の
資産 14,400,000,000

14,400,000,000

― 

― 

― 

― 

― 14,400,000,000

― 14,400,000,000

1,500,000,000

1,500,000,000

7,900,000,000

7,900,000,000

8,000,000,000

8,000,000,000 ― 

― 

計 11,000,000,000 11,000,000,000 11,000,000,000 ― 

満期保有目的債券

摘　要

譲渡性預金 9,500,000,000 9,500,000,000 9,500,000,000 ― 

種類及び銘柄 取得価額 券面総額
貸借対照表
計上額

種類及び銘柄 取得価額 券面総額
貸借対照表
計上額

当期費用に含まれた
評価差額

当期費用に含まれた
評価差額

5,977,501

無形固定資産
合計 計 195,099,303 983,724 ― 

ソフトウェア 195,099,303 983,724 ― 196,083,027 190,105,526 2,461,451 ― 

196,083,027 190,105,526 2,461,451 ― 

5,977,501

2,461,451 ― 190,105,526

― 5,977,501

24,721,789 9,175,645 ― 26,726,363

計 195,099,303 983,724 ― 196,083,027

無形固定資産
（償却費損益内）

ソフトウェア 195,099,303 983,724 ― 

― 4,865,240

工具器具備品 40,755,282 3,107,000 2,091,751 41,770,531
有形固定資産

合計

建物附属設備 7,893,977 1,783,644 ― 9,677,621

19,909,408 8,507,300 ― 21,861,123

計 48,649,259 4,890,644 2,091,751 51,448,152

― 4,865,240

差引当期末
残高

摘 要
当期償却額

8,507,300 ― 21,861,12319,909,408

減損損失累計額

当期減損額

― 

― 

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額

9,677,621 4,812,381 668,345

有形固定資産
（償却費損益内）

建物附属設備 7,893,977 1,783,644 ― 

計 48,649,259 4,890,644 2,091,751 51,448,152 24,721,789

工具器具備品 40,755,282 3,107,000 2,091,751 41,770,531

9,175,645

4,812,381 668,345

190,105,526 2,461,451196,083,027

摘　要

首都高速道路株式会社第２１回社債 300,000,000 300,000,000 300,000,000 ― 

阪神高速道路株式会社第１７回社債 200,000,000 200,000,000 200,000,000 ― 

東日本高速道路株式会社第４４回社債 400,000,000 400,000,000 400,000,000 ― 

阪神高速道路株式会社第１８回社債 200,000,000 200,000,000 200,000,000 ― 

西日本高速道路株式会社第３５回社債 1,200,000,000 1,200,000,000 1,200,000,000 ― 

西日本高速道路株式会社第３６回社債 1,200,000,000 1,200,000,000 1,200,000,000 ― 

西日本高速道路株式会社第４２回社債 900,000,000 900,000,000 900,000,000 ― 

西日本高速道路株式会社第４５回社債 800,000,000 800,000,000 800,000,000 ― 

首都高速道路株式会社第２４回社債 300,000,000 300,000,000 300,000,000 ― 

い　第８１０号　利付農林債 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000 ― 

い　第８１３号　利付農林債 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000 ― 

第２１７号　利付商工債（ ３年） 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000 ― 

い　第８１６号　利付農林債 500,000,000 500,000,000 500,000,000 ― 

第２２０号　利付商工債（ ３年） 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000 ― 

い　第８１９号　利付農林債 500,000,000 500,000,000 500,000,000 ― 

第２２３号　利付商工債（ ３年） 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000 ― 

い　第８２２号　利付農林債 500,000,000 500,000,000 500,000,000 ― 

第２２６号　利付商工債（ ３年） 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000 ― 

い　第８２５号　利付農林債 400,000,000 400,000,000 400,000,000 ― 

第２２９号　利付商工債（ ３年） 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000 ― 

（ 単位： 円）

満期保有目的債券

（ ２） 投資その他の資産として計上された有価証券

計 14,400,000,000 14,400,000,000 14,400,000,000 ― 
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３．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（ １） 補助金等の明細 （ 単位： 円）

（ ２） 長期預り補助金等の明細 （ 単位： 円）

４．役員及び職員の給与の明細 （ 単位： 千円、人）

（注） １．役員に対する報酬及び退職手当は、役員報酬規程及び役員退職手当規程に基づいて支給しております。

　　職員に対する給与及び退職手当は、職員給与規程及び職員退職手当規程に基づいて支給しております。

２．支給人員数は、年間平均支給人員数によっております。

３．非常勤の役員及び職員については、外数で（　）で記載しております。

４．支給額及び支給人員数には各勘定で按分して負担している全ての役員及び共通部門の人員（46人）が含まれております。

５．中期計画における人件費は、役員報酬、職員基本給及び職員諸手当（賞与支給額を含む）並びに超過勤務手当であり、附属明細書における

　報酬又は給与は、中期計画と同様であります。なお、法定福利費（共済掛金を含む）については、中期計画、附属明細書共に含まれておりません。

６．退職手当は、中期計画では含まれておりませんが、附属明細書では退職一時金に係る支給額であります。

７．金額は千円未満切捨てにて記載しております。

５．上記以外の主な資産及び負債の明細

（ 単位： 円）

（ 単位： 円）

摘　要

9,363,445,988 地方公共団体等拠出金

78,902,059,357

金　　額 摘　　要

69,538,613,369 石綿健康被害救済事業交付金（給付費分）

区　　分

政府交付金預り金

拠出金預り金

計

(―) 

326,126  95  4,712  7  

48,000,000,000

( 743 )

54,030,597,169

金　　額 摘　　要

6,030,597,169

区　　分

普通預金

定期預金

計

合　　計

(―) 

23,660  5  1,440  1  

職　　員
(―) (―) (―) (―) 

302,466  90  3,272  6  

役　　員
( 743 ) ( 1 ) (―) 

― 55,170,148,071

69,538,613,369

区　　分
報酬又は給与 退職手当

支　給　額 支給人員 支　給　額 支給人員

計 69,799,401,611 3,297,835,636 92,632,448 3,651,256,326 ― 

2,408,723,023

― 14,368,465,298

区　　分 期首残高

当期増加額 当期減少額

期末残高
補助金等交付額 利息収入等 収益計上

資産見返
補助金等

372,271,180

744,542,361

3,297,835,636

3,297,835,636

区　　分 摘　要

左　の　会　計　処　理　内　訳

収益計上
長期預り
補助金等

資本剰余金
資産見返
補助金等

当期交付額

372,271,181375,208,365 ― 

（ ２） 石綿健康被害救済基金預り金

3,673,044,000

4,048,252,365

2,937,184

2,937,184

5,874,368

― 

― 

― 

石綿健康被害救済事
業交付金（ 事務費分
（ 環境省分） )

石綿健康被害救済事
業交付金（ 厚生労働
省分）

計

石綿健康被害救済事
業交付金（ 厚生労働
省分）

54,240,542,815 3,297,835,636 40,492,643

石綿健康被害救済事
業交付金(給付費分
（ 環境省分） )

15,558,858,796 ― 52,139,805 1,242,533,303

( 1 ) (―) 

（ １） 現金及び預金
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